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１．はじめに 

 地中連続壁工法は都市域の基礎工事において豊富な使用実績を有している。同工法は、掘削溝に満たした泥

水の圧力で溝壁を安定させ、そこに鉄筋かごを建て込み、コンクリートを打設して地下壁を築造する。施工に

際し、その形状特に掘削長さの決定や補助工法の必要性は、基礎地盤の特性や近接構造物等の現場環境に基づ

いて判断される。そこで、本研究では、工法の適用に関する基礎資料を整えるため、1980 年～2000 年にかけ

て施工された泥水掘削溝壁の事例を約 150 件収集し、地盤条件、掘削長さ、補助工法ならびに近接構造物の有

無の関係について整理・分析したので、その結果を報告する。 
表－1 事例の集計 

２．収集事例の対象 
文献名 1980～2000

雑誌（基礎工など） 86

地中壁実例集 62

その他 10

合計 158

 今回の事例収集では、「基礎工」、「土木技術」、「土木施工」、「トンネ

ルと地下」の雑誌や地中壁実例集１）を対象とした。また、その他に少

数ではあるが技術研究所報２）、土木学会「第 8 回施工体験発表会」講

演概要（1988）の施工事例も使用した。 

３．整理方法 

 既往の研究から、泥水掘削溝壁の安定性は、掘削長さや施工箇所の地盤条件に大きく影響を受ける事３）が

分かっている。また、近接構造物がある場合には、それに及ぼす影響を最小限に抑えなければならないため、

必要とする安定性の条件も厳しくなる。本研究で取り上げた影響因子は、掘削深さ、掘削長さ、基盤層までの

深さ、基盤層より上の重み付き平均Ｎ値、補助工法の有無、近接構造物の有無等である。なお、事例には、本

研究で注目したデータが記載されていないものもあり、それについてはグラフに反映されていない。 

４．結果と考察 

1)「掘削長さ」と「基盤層より上の地盤の重み

図－1は、掘削長さと
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、補助工法、近接構造物の有無によって如何

なる傾向を示すかを判断するために描いた。デ

ータがばらつき、容易に特徴的な関係を捉え難

い。そこで、ゾーニングすることを試み、ａ～

ｃゾーンに区分した。まず、ａゾーンでは、殆

どの事例において補助工法が使用していない

ことが分かる。このゾーンＮ値は、Ｎ＞10 以

上で、相対的に地盤が良好であることがこのよ

うな結果になったものと推測される。併せてＮ

値の増加に伴い、掘削長さが大きくなる傾向も

窺われる。次に、ｂゾーン（掘削長さＬ＞7ｍ）の事例では大部分が補助工法を伴っている。つまり、このゾ

ーンにおいては、補助工法を使用することで、掘削長さを大きく設定したということが考えられる。また、ｃ

ゾーンは、補助工法を使用した事例と使用していない事例が混在している部分であり、ａ、ｂゾーンのよう 
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図－1 補助工法、近接施工別の掘削長さと平均Ｎ値の関係 
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に明確な特徴を示していない。そこで、ｃゾーン中、平均Ｎ値＜6の部分に注目した。平均Ｎ値が小さいにも

り上の層厚」の関係 

より上の層厚）で表し、粘性土層の

）の関係を示したグラフである。この図

、次のことが分かった。 

が 7ｍ超の施工事例では、補助工法が使用されていた。 

無く施工された。 

合は、補助工法が必要である。 

関わる影響

 

996）：地中空間に挑む－地中壁実例集－,総合土木研究所

大林組技術研究所報，No.27～No.35 3）片桐,他（2000）：砂地盤中の泥水掘削溝壁の破壊メカニズムとそ

関わらず、補助工法を使用せず施工した事例がいくつか存在する。改めて、この部分の施工事例の地盤条件を

確認したところ、掘削対象地盤が粘性土主体の地盤であることがわかった。また、基盤層より上の地盤に対し

て粘性土が占める割合はおよそ 80％であった。 

2）「粘性土層の平均Ｎ値」と「粘性土層厚/基盤よ

 基盤層より上の地盤に対して粘性土が占める割合を、（粘性土層厚/基盤

平均Ｎ値と比較したグラフが図－2である。この図のおいても同様に補助線を用い、ここでは粘性土層の平均

Ｎ値＝4 の部分とした。粘性土においては、

一般的にＮ値が 4 以下の地盤が軟弱地盤と

呼ばれている。図－2においてはその軟弱地

盤に相当するようなＮ値の場合、またはＮ

＝4付近のＮ値の場合でも、施工された事例

が（粘性土層厚/基盤より上の層厚）＞0.4

の部分に見られることが分かる。つまり、

掘削対象の地盤に対して粘性土層が多く存

在する場合は、補助工法を使用することな

く施工できる条件があると考えられる。 

3）「砂質土層の平均Ｎ値」と「粘性土層厚/

 図－3 は、砂質土層の平均Ｎ値と（粘性土層厚/基盤より上の層厚

基盤

図－2 粘性土層の平均Ｎ値と（粘性土層厚/基盤より上の層厚）
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より上の層厚」の関係 

では、砂質土層の平均Ｎ値≦10（一般的に軟
50

弱地盤と呼ばれる砂質土のＮ値）の部分をａ

ゾーン、砂質土層の平均Ｎ値≧25 の部分をｂ

ゾーンとした。ａゾーンでは、粘性土層を含

む割合に関わらず、ほとんどの事例において

補助工法が使用されていることが分かる。す

なわち、粘性土層を多く含んだ地盤条件でも、

そこに砂質土層を含み、かつその層のＮ値が

小さい場合は、補助工法が必要ということに

なる。一方、ｂゾーンの事例のほとんどは、

補助工法を使用されていない事例であった。 

５．まとめ 

 今回収集した施工事例を分析、整理した結果

45
2≦L＜4,補助無し

図－3 砂質土層の平均Ｎ値と（粘性土層厚/基盤より上の層厚）
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ⅰ）掘削長さ

ⅱ）粘性土を多く含む地盤では、Ｎ値が小さくても補助工法を必要とする事

ⅲ）粘性土を多く含んでいても、その地盤の砂質土層のＮ値が小さい場

今後、事例件数を増やし、分析データの精度を高めるとともに、さらに泥水掘削溝壁の安定性に

因子を様々な側面から検討していく必要がある。 
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